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○島田市景観形成事業費補助金交付要綱 

平成23年３月31日 

告示第75号 

改正 平成25年３月26日告示第42号 

平成25年12月４日告示第217号 

平成27年６月29日告示第158号 

令和４年３月31日告示第89号 

（趣旨） 

第１条 市長は、良好な景観の形成を促進することにより、魅力ある地域を創出し、

にぎわいのある地域社会の実現を図るため、景観形成事業を行う者に対して、予算

の範囲内において補助金を交付するものとし、その交付に関しては、島田市補助金

等交付規則（平成17年島田市規則第36号。以下「規則」という。）及びこの要綱の

定めるところによる。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるとこ

ろによる。 

(1) 景観形成事業 島田市景観条例（平成25年島田市条例第34号）第８条第１項の

規定により定めた景観計画重点地区（中央第三地区計画区域及び川越し街道周辺

地区に限る。以下「重点地区」という。）において、別表第１に定める基準（同

表を除き、以下「基準」という。）に基づいて行う建築物等の建築等（景観法（平

成16年法律第110号）第16条第１項第１号に規定する建築物の建築等（建築物の移

転を除く。）及び同項第２号に規定する工作物の建設等をいう。）をいう。 

(2) 建築物等 市道北おび通り線若しくは市道南おび通り線又は市道大井川川越街

道に面する建築物（建築基準法（昭和25年法律第201号）第２条第１号に規定する

建築物をいう。以下同じ。）及び建築物以外の工作物のうち、市長が指定するも

のをいう。 

（平25告示217・令４告示89・一部改正） 

（補助対象者） 

第３条 補助の対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、景観形成事業を行

う者であって、景観法第16条第１項又は都市計画法（昭和43年法律第100号）第58
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条の２第１項の規定による届出を行ったものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、同項に規定するものが個人の場合にあってはその者に

係る市税、市の汚水処理場の使用料、下水道使用料及び水道料（以下「市税等」と

いう。）、保育所の保育料、国民健康保険税、介護保険料、市営住宅の家賃並びに

学校給食費保護者負担金が、法人の場合にあっては市税等がそれぞれ納付の期限内

に納められていないときは、補助対象者としない。 

（平25告示42・平25告示217・平27告示158・令４告示89・一部改正） 

（補助対象事業） 

第４条 補助の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、景観形成事業

であって、当該事業について本市の補助金等でこの要綱に基づくもの以外のもの又

は国若しくは他の地方公共団体等による補助金等の交付を受けていないものとする。 

（補助対象経費及び補助金の額） 

第５条 補助の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）及び補助金の額は、

別表第２のとおりとする。 

（平25告示217・一部改正） 

（交付の申請） 

第６条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、あらかじ

め、景観形成事業費補助金交付申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を添えて、

市長に申請しなければならない。 

(1) 事業計画書（様式第２号） 

(2) 規則第13条第３号に規定する収支予算書 

(3) 補助対象経費に係る契約書又は見積書の写し 

(4) 補助事業を実施する位置図 

(5) 建築物等の配置図、平面図、立面図及び着色した外観図 

(6) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

２ 申請者のうち補助事業を実施する土地又は建物の所有者でない者にあっては、前

項各号に掲げる書類のほか、当該土地又は建物の所有者の承諾書（様式第３号）を

添付するものとする。 

３ 前２項の規定による申請は、１の補助事業を実施する期間が翌年度にわたるとき

は、各年度ごとに行わなければならない。この場合においては、当該補助事業を１
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の補助事業とみなして、前条の規定を適用する。 

（平25告示42・一部改正） 

（交付の条件） 

第７条 次に掲げる事項は、交付の決定をする際の条件とする。 

(1) 次のいずれかに該当する場合には、あらかじめ市長の承認を受けなければなら

ないこと。 

ア 補助事業の内容の変更をしようとする場合 

イ 補助対象経費の額の20パーセントを超える額の変更をしようとする場合 

ウ 補助事業を中止しようとする場合 

(2) 補助事業が予定の期間内に完了しない場合、又は補助事業の遂行が困難となっ

た場合は、速やかに市長に報告して、その指示を受けなければならないこと。 

(3) 補助金の収支に関する帳簿を備え、領収書等関係書類を整理し、並びにこれら

の帳簿及び書類を補助金の交付を受けた年度終了後５年間保管しておかなければ

ならないこと。 

(4) 補助事業により取得し、又は効用の増加した財産（１件当たりの取得金額が50

万円以下のものを除く。）については、減価償却資産の耐用年数等に関する省令

（昭和40年大蔵省令第15号）に定められている耐用年数等に相当する期間（同令

に定めがない財産については、市長が別に定める期間）内において、市長の承認

を受けないで、補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、

又は担保に供してはならないこと。 

(5) 市長の承認を受けて前号の財産を処分することにより収入があった場合には、

その収入の全部又は一部を市に納付させることがあること。 

(6) 補助事業により取得し、又は効用の増加した財産については、その事業の完了

後においても善良な管理者の注意をもって管理するとともに、その効率的な運用

を図らなければならないこと。 

（交付決定の通知） 

第８条 市長は、補助金の交付を決定したときは、規則第13条第４号アに規定する補

助金交付決定通知書により、申請者に通知するものとする。 

（平25告示42・全改） 

（変更の承認） 
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第９条 補助金の交付の決定を受けた者が第７条第１号ア又はイに規定する変更をし

ようとするときは、規則第13条第５号に規定する補助金交付変更承認申請書に次に

掲げる書類（当該変更に係るものに限る。）を添えて、市長に申請しなければなら

ない。 

(1) 変更事業計画書（様式第２号） 

(2) 規則第13条第３号に規定する変更収支予算書 

(3) 補助対象経費に係る変更契約書又は変更見積書の写し 

(4) 変更後の建築物等の配置図、平面図、立面図及び着色した外観図 

(5) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

２ 市長は、前項の申請書が提出された場合において、その内容を適当と認めるとき

は、規則第13条第６号に規定する補助金交付変更承認書により、当該申請をした者

に通知するものとする。 

（平25告示42・一部改正） 

（実績報告） 

第10条 補助金の交付の決定を受けた者は、補助事業を完了した日から起算して30日

を経過した日又は補助金の交付の決定のあった日の属する年度の翌年度の４月10日

のいずれか早い日までに、規則第13条第７号に規定する実績報告書に次に掲げる書

類を添えて、市長に提出しなければならない。 

(1) 事業実績書（様式第２号） 

(2) 規則第13条第３号に規定する収支決算書 

(3) 補助事業に要した経費に係る領収書の写し 

(4) 補助事業の完了を確認できる写真 

(5) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

（平25告示42・一部改正） 

（交付確定の通知） 

第11条 市長は、補助金の額を確定したときは、規則第13条第８号に規定する補助金

交付確定通知書により、補助金の交付の決定を受けた者に通知するものとする。 

（平25告示42・全改） 

（補助金の請求） 

第12条 補助金の交付の確定を受けた者が補助金を請求しようとするときは、前条に
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規定する補助金交付確定通知書を受け取った日から起算して10日を経過した日まで

に、規則第13条第９号に規定する請求書を市長に提出しなければならない。 

（平25告示42・一部改正） 

（その他） 

第13条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この告示は、公示の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この告示の施行の日の前日までに島田市まちなみ景観形成事業を実施し、補助金

の交付を受けた者については、第３条の規定にかかわらず、当該事業により取得し、

又は効用の増加した財産（１件当たりの取得金額が50万円以下のものを除く。）が

第７条第４号に規定する期間内にあるときは、補助対象者としない。ただし、市長

が特に認めた場合は、この限りでない。 

附 則（平成25年３月26日告示第42号） 

この告示は、平成25年４月１日から施行し、平成25年度分の補助金から適用する。 

附 則（平成25年12月４日告示第217号） 

この告示は、平成26年１月１日から施行する。 

附 則（平成27年６月29日告示第158号） 

この告示は、公示の日から施行する。 

附 則（令和４年３月31日告示第89号） 

（施行期日） 

１ この告示は、令和４年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この告示による改正後の島田市景観形成事業費補助金交付要綱の規定は、この告

示の施行の日以後の申請に係る補助金について適用し、同日前の申請に係る補助金

については、なお従前の例による。 

（島田市史跡のまちなみ保存整備事業費補助金交付要綱の廃止） 

３ 島田市史跡のまちなみ保存整備事業費補助金交付要綱（平成17年島田市告示第128

号）は、廃止する。 
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別表第１（第２条関係） 

（平25告示217・追加、令４告示89・一部改正） 

区分 基準 

建築物 重点地区に係る景観の形成基準のうち建築物に関する基準に適

合すること。 

工

作

物 

門、塀等 重点地区に係る景観の形成基準のうち工作物等に関する基準に

適合すること。 

屋外広告物 中央第三地区計画区域内の屋外広告物にあっては和の雰囲気に

調和し、かつ、市長が別に定める基準に適合すること、川越し街

道周辺地区内の屋外広告物にあっては重点地区に係る景観の形

成基準のうち工作物等に関する基準に適合すること。 

別表第２（第５条関係） 

（平25告示217・旧別表・一部改正、令４告示89・一部改正） 

補助対象経費 補助金の額 

建築物 建築物の新築、増築又は改築に係る経費のう

ち、基準に基づくことにより増加する外観に係

る経費 

補助対象経費に2分の1以

内の割合を乗じて得た額

（当該額に1,000円未満

の端数を生じたときは、

これを切り捨てた額）と

し、中央第三地区計画区

域内の建築物にあっては

150万円、川越し街道周辺

地区内の建築物にあって

は200万円を限度とする。 

次に掲げる経費のうち、基準に基づくことによ

り増加する外観に係る経費 

(1) 外観を変更することとなる修繕（建築

附帯設備等を外部から見えにくくするため

の設備の設置を含む。）に要する経費 

(2) 外観を変更することとなる模様替に要

補助対象経費に2分の1以

内の割合を乗じて得た額

（当該額に1,000円未満

の端数を生じたときは、

これを切り捨てた額）と

し、中央第三地区計画区
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する経費 

(3) 外観を変更することとなる色彩の変更

（外壁等の過半について行うものに限る。）

に係る経費 

域内の建築物にあっては

100万円、川越し街道周辺

地区内の建築物にあって

は150万円を限度とする。 

工

作

物 

門、塀等 門、塀等の建設等に係る経費のうち、基準に基

づくことにより増加する経費 

補助対象経費に2分の1以

内の割合を乗じて得た額

（当該額に1,000円未満

の端数を生じたときは、

これを切り捨てた額）と

し、中央第三地区計画区

域内の工作物にあっては

20万円、川越し街道周辺

地区内の工作物にあって

は30万円を限度とする。 

屋 外 広

告物 

屋外広告物の建設等に係る経費のうち、基準に

基づくことにより増加する経費 

補助対象経費に2分の1以

内の割合を乗じて得た額

（当該額に1,000円未満

の端数を生じたときは、

これを切り捨てた額）と

し、中央第三地区計画区

域内の工作物にあっては

10万円、川越し街道周辺

地区内の工作物にあって

は15万円を限度とする。 
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様式第１号（第６条関係） 

様式第２号（第６条、第９条、第10条関係） 

様式第３号（第６条関係） 

（平25告示42・旧様式第４号繰上） 

 


